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用する GTAP-E モデルの最新データベースである GTAP Data Base 8.1 において、日本の産
業別の資本とエネルギー財の代替／補完関係について検証を行った。 








ルは GTAP モデルのエネルギー分野をさらに詳細に扱ったモデルであるため、GTAP モデル
と共通のデータやパラメータがあると同時に、GTAP-E モデル独自のデータやパラメータが
ある。これらのデータやパラメータの作成方法は、いくつかに分類することが可能である。






















































つとして扱われる GTAP-E モデルとは異なり、GTAP モデルではエネルギー財は中間財とし
てのみ扱われ、資本／エネルギー財間の代替効果や、エネルギー財間の代替効果の動きは取






















替効果について考察を行い、本論文で使用する GTAP Data Base8.1 のデータを用いて、生産
構造全体の中で決定される産業別の資本とエネルギー財の代替／補完関係について分析を行


















見ると、実質 GDP では GTAP モデルの試算結果は GTAP-E モデルの試算結果のほぼ 2 倍程
度、実質輸入では GTAP モデルの試算結果は GTAP-E モデルの試算結果のほぼ 1.5 倍程度と
計測され、実質輸出では符号が逆になるなどの違いが見られた。 
電力産業における生産性の低下と資本ストックの損傷という二つの経路をそれぞれ個別に








果の比較は、GTAP-E モデルと GTAP モデルにおける電力の扱い方の違いが両モデルの試算
結果の差をもたらしていることを示した。 
他の産業において同様に資本ストックと該当産業の生産高の二つに外生条件の設定を行い、




























氏 名 |白石 暁子
学位授与の要件 学位規則第4条第1項該当者


























@ 三津哲也⑧ 副査主査 板倉健
川端 康
t毎-津哲也
⑫ -家主主査板倉健 副査 @ 川端康
名 称 審査委員会



































































































1. Higashi-Shiraishi， A. (2014)“Impact of Electricity Supply Shortage in Japan Simulated by the 
GTAP， GTAP-E， and Revised GTAP-E models，" Journal ofBusiness and Economics， 5(4)， 550・571
2.白石暁子(2012) iGTAPモデノレ及び、GTAP-Eモデ、ノレを用いた電力供給制約のシミュレーション分
析J第23回環太平洋産業連関分析学会大会報告論文







主査 躍倉健 ⑫ 
最終試験担当者






白石暁子氏の課程博士学位請求論文の最終審査は、平成27年 1月 29日木曜、 3号館セミナ一室に
おいて午後2時から午後3時半にわたって行われた。
審査では、最初に白石氏が課程博士学位請求論文の概要と要旨、 学位請求論文各章の研究成果につい
て報告を行い、それに続いて審査委員との間で質疑応答を行った。
審査委員との質疑応答では、質問への応答も明確であり、予備審査で指摘された項目への対応が十分
になされたことが確認された。今後の研究課題についての具体的な取り組みについての説明もなされ
た。
本研究科入学後に研究課題内容をより発展させ学会で研究報告を行い、成果の一部については既に学
術誌に投稿されていることも評価された。
審査委員の協議において、白石氏の学位請求論文は「専攻分野について研究者として自立して研究活
動を行うのに必要な高度な研究能力とその基礎となる豊かな学識を有する」ものとして、最終試験を
合格とした。
(平成27年 1月29日実施)
(名古屋市立大学大学院経済学研究科)
